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障害者雇用の促進に関する要請書

貴省の地方自治体における障害者雇用の促進に向けた取り組みに対し、心より敬意を表します。

さて、障害者権利条約の批准に向けた国内法制の見直しのひとつとして障害者雇用促進法改正案が６月13日に可決成立しました。
自治労は、障害者雇用は、重要な課題であるとの認識に基づき、特に地方自治体における障害者雇用の促進と障害者が安心して働き続けることができる労働条件と職場環境の整備に向けた取り組みを進めてきたところです。併せて、地方自治体は、民間企業に対して率先垂範となることを求めてきました。

つきましては、地方自治体における障害者雇用の促進と継続した雇用を確保するために、以下の点について要請します。
記

１．障害者が受験する採用試験においては、その障害の特性に応じて必要とする以下の配慮を確保できるように関連法の整備と具体的な施策を進めること

（１）視覚および聴覚障害者等が必要とする情報を保障するために点字試験の実施、手話通訳・文字通訳を配置すること

（２）車いす使用者等が必要とする来場方法（自家用車の使用等）、試験会場等の環境に配慮すること

（３）その他、障害者が、その障害の特性に応じて必要とする個別的な配慮を確保するとともに、そうした配慮を必要とすることを理由として受験機会を制限しないこと

２．障害者が継続して働き続けることができるように、研修の受講、出張、福利厚生等、職務遂行および地方公務員として保障されている事項について、障害の特性に応じた配慮を確保できるように施策を進めること

３．各地方自治体職場において、障害者差別に関する知識、認識を深めるための情報提供と行動規範を示すこと

４．地方自治体の財政力等に応じて、障害者が必要とする配慮が確保されるための経済的負担を軽減するための措置を講じること
５．障害者の採用における受験資格等の実態を検証し、必要な指導をすること

６．厚生労働省と連携して公務部門においても、上記の配慮を確保すること

以上
